
資料０

平成２７年度（第３回）
大分県道路メンテナンス会議

◇日時： 平成２８年 ２月 ８日(月)１３時３０分

◇場所： 大分河川国道事務所 別館２階 会議室

議 事 次 第

１．開 会 ＜事務局＞

２．挨 拶 ＜大分県道路メンテナンス会議 会長＞

３．議 事

（１）規約の改正 ＜事務局＞

（２）道路メンテナンス年報の紹介 ＜整備局＞

（３）インフラ長寿命化に向けた計画の体系 ＜整備局＞

（４）防災・安全交付金
社会資本整備総合交付金交付要綱 ＜整備局＞

（５）平成２７年度の研修開催状況 ＜事務局＞

（６）大分県内の点検実施状況 ＜事務局＞

４．意見交換 ＜事務局＞

５．閉 会 ＜事務局＞



氏　　　名 出席 役　　　職 氏　　　名 役　　　職 氏　　　名

会 　長 国土交通省　九州地方整備局 大分河川国道事務所長 久田　成昭 ● 技術副所長（道路） 大榎  　 謙

副会長 国土交通省　九州地方整備局 佐伯河川国道事務所長 菅　伊佐男 ●

副会長 大分県土木建築部 道路保全課長 菖蒲　明久 ● 課長補佐 五ノ谷精一

副会長 西日本高速道路株式会社　九州支社 大分高速道路事務所長 遠藤　雄二 ● 副所長 蔵元　利浩

委   員 国土交通省九州地方整備局 道路部 道路保全企画官 甲斐　浩巳 ●

委   員 国土交通省九州地方整備局 道路部 地域道路調整官 志賀　浩二 ●

委   員 大分市 土木建築部長 木村  忠孝 × 土木建築部次長 河野　森義 参事補 後藤　応寿

委   員 別府市 建設部長 岩田      弘 × 都市整備課長 松屋益治郎
建設部都市整備課
主任

山下　恭助

委   員 中津市 建設部長 倉田      智 ● 道路課長 江本　鉄男

委   員 日田市 土木建築部長 財津  隆之 × 係総括 高倉 　実 主事 穴井　麻由

委   員 佐伯市 建設部長 下川　龍治 ● 建設課　総括主幹 飛田　幸平

委   員 臼杵市 ふるさと建設部長 吉野  和宏 ● 建設課　副主幹 廣田　伸次

委   員 津久見市 都市建設課長 古谷  修一 ●

委   員 竹田市 建設課長 堀      慎司 ● 道路河川係課長補佐 堀　　徳広

委   員 豊後高田市 建設課長 永松  史年 ●

委   員 杵築市 建設課長 羽田野陽一 ● 建設課　主任 中島　直紀

委   員 宇佐市 建設水道部長 川野  慎三 ● 土木課長 山崎　哲義

委   員 豊後大野市 建設課長 羽田野房徳 × 課長補佐 後藤　信義

委   員 由布市 産業建設部長 生野  重雄 ●

委   員 国東市 建設課長 川上鉄之助 ●

委   員 姫島村 建設課長 中城  正光 ●

委   員 日出町 都市建設課長 村岡  政廣 × 都市建設課参事 宇都宮正徳

委   員 九重町 建設課長 菅家  常典 × 建設課　リーダー 五十川 　宏

委   員 玖珠町 建設水道課長 梅木  良政 ●

（参考）

大分県　建設技術センター 技術部長 古川      卓 ● 課長 木元　秀満

九州旅客鉄道（株）　大分支社 大分鉄道事工務課長 大倉　一範 ●
土木助役
土木助役

清水　琢磨
徳永　光宏

国土交通省　九州地方整備局　大分河川国道事務所　総括保全対策官 肥川　雄二 ●
道路管理第二課長
保全対策官

八木　憲二
坪内     健

国土交通省　九州地方整備局　佐伯河川国道事務所　技術副所長 田口　敬二 × 保全対策官 總崎　裕二

大分県　土木建築部　道路保全課　参事（総括）　　 後藤　裕司 ● 主幹 横田　康行

西日本高速道路株式会社　九州支社　大分高速道路事務所　統括課長 稗田　政和 ●
管理第一課長
保全計画第一課長

緒方 　義治
中村宗一郎

随行者等

平成２７年度（第３回）　大分県道路メンテナンス会議　出席者名簿

オブザーバー

役　　　職

事務局

　所　　　　　属

委員出席 代理出席

＜平成２８年２月８日（月）：１３時３０分～大分河川国道事務所＞
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○

随行 随行

▲ 宇佐市 ● ● 玖珠町 △

　建設水道部長 　建設水道課長

▲ 杵築市 ● ● 九重町 △

　建設課長 　建設課長

△ 豊後高田市 ● ● 日出町 △

　建設課長 都市建設課長

▲ 竹田市 ● ● 姫島村 △

　建設課長 　建設課長

△ 津久見市 ● ● 国東市 △

　都市建設課長 　建設課長

▲ 臼杵市 ● ● 由布市 △

　ふるさと建設部長 　産業建設部長

▲ 佐伯市 ● ● 豊後大野市 △

　建設部長 　建設課長

▲ 日田市 ● ● ＪＲ九州　大分支社 ▲

　土木建築部長 　鉄道事業部　工務課長

▲ 中津市 ● ● 大分県建設技術ｾﾝﾀｰ ▲

　建設部長 　技術部長

▲ 別府市 ● ● 大分県道路保全課 ▲

　建設部長 　参事（総括）

▲ 大分市 ● ● 大分河川国道事務所

　土木建築部長 　技術副所長

△ 大分高速道路事務所 ● ● 大分河川国道事務所

　総括課長 　総括保全対策官

（司会・事務局長）

● ● ● ● ● ●

会場係

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

平成２７年度（第３回）大分県道路メンテナンス会議　座席表
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大分県道路メンテナンス会議 規約（変更案） 
 
 
（名 称） 
第１条 本会は、「大分県道路メンテナンス会議」（以下、「会議」という。）と称する。 

 
（目 的） 
第２条 会議は、道路法第２８条の２の規定に基づき設置するもので、大分県内の各道

路管理者等が相互に連絡調整を行うことにより、適切な道路構造物の保全を行い、

円滑な道路管理の促進を図ることを目的とする。 
 
（所掌事項） 
第３条 会議は、第２条の目的を達成するため、次の事項について所掌する。 

(１）道路インフラの維持管理等に係る管理者意識の浸透・情報共有に 
       関すること。 

 （２）道路インフラの点検・診断及び措置等の集約・調整・支援に関すること。 
（３）道路インフラの維持管理技術に関すること。 
（４）その他、道路の管理に関連し会長が妥当と認めた事項。 

 
（組 織） 
第４条 会議は、別表―１に定める大分県内の各道路管理者で構成するものとする。 

   ２．会議には、会長及び副会長を置くものとし、会長は、国土交通省九州地方整備 
局大分河川国道事務所長、副会長は、国土交通省九州地方整備局佐伯河川国道事 
務所長、大分県土木建築部道路保全課長及び西日本高速道路会社九州支社大分高 
速道路事務所長とする。 

３．会議は会長の招集により開催するものとし、会議進行は会長が務める。 
   ４．会長に事故等があるときは、副会長がその職務を代行する。 
   ５．会議には、必要に応じ会長が指名するものを出席させることができる。 
   ６・本会議の下部組織として「作業部会」を設置するものとし、各道路管理者の 

実務担当者を充てるものとする。 
  
（専門部会） 
第５条 会長は、個別課題等についての検討・調整を行うため「専門部会」を設置する

ことができるものとする。 
     ２．「専門部会」として、『大分県高速道路を跨ぐ橋梁の維持管理に関する連絡協議

会』を置く。 
     ３．「専門部会」として、『大分県跨道橋連絡会議』を置く。 
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（事務局） 
第６条 会議の運営に関わる事務を行わせるため、事務局を置く。 

２．事務局は、国土交通省九州地方整備局大分河川国道事務所道路管理第二課、国

土交通省九州地方整備局佐伯河川国道事務所道路管理課、大分県土木建築部道路

保全課及び西日本高速道路株式会社九州支社大分高速道路事務所が担うものとす

る。 
 
（規約の改正） 
第７条 本規約の改正等は、本会議の承認を得て行うことができる。 

 
（その他） 
第８条 本規約に定めるもののほか必要な事項は、その都度協議して定めるものとする。 
 

（附 則） 
本規約は、平成２６年 ５月２６日から施行する。 

     本規約は、平成２６年１０月３０日から施行する。 
     本規約は、平成２７年 １月１５日から施行する。 
     本規約は、平成２８年 ２月 ８日から施行する。 

-4-



-5-



（別紙－１）

平成２７年５月１１日現在

会 　長 国土交通省　九州地方整備局 大分河川国道事務所長

副会長 国土交通省　九州地方整備局 佐伯河川国道事務所長

副会長 大分県土木建築部 道路保全課長

副会長 西日本高速道路株式会社　九州支社 大分高速道路事務所長

委   員 国土交通省九州地方整備局 道路部 道路保全企画官

委   員 国土交通省九州地方整備局 道路部 地域道路調整官

委   員 大分市 土木建築部長

委   員 別府市 建設部長

委   員 中津市 建設部長

委   員 日田市 土木建築部長

委   員 佐伯市 建設部長

委   員 臼杵市 ふるさと建設部長

委   員 津久見市 都市建設課長

委   員 竹田市 建設課長

委   員 豊後高田市 建設課長

委   員 杵築市 建設課長

委   員 宇佐市 建設水道部長

委   員 豊後大野市 建設課長

委   員 由布市 産業建設部長

委   員 国東市 建設課長

委   員 姫島村 建設課長

委   員 日出町 都市建設課長

委   員 九重町 建設課長

委   員 玖珠町 建設水道課長

（参考）

大分県　建設技術センター 技術部長

九州旅客鉄道（株）　大分支社 大分鉄道事業部 工務課長

国土交通省　九州地方整備局　大分河川国道事務所　道路管理第二課

国土交通省　九州地方整備局　佐伯河川国道事務所　道路管理課

大分県　土木建築部　道路保全課

西日本高速道路株式会社　九州支社　大分高速道路事務所

大分県道路メンテナンス会議　名簿

事務局

　所　　　　　属 役　　　職

オブザーバー
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大分県跨道橋連絡会議 規約 

 

（名 称） 

第１条 本連絡会議は、「大分県跨道橋連絡会議」（以下「連絡会議」という。）と称する。 

 

（目 的） 

第２条 連絡会議は、大分県道路メンテナンス会議規約第５条第３項に規定の「専門部会」に位置付

けるものとし、大分県内における次条に規定する対象施設について、対象施設の管理者及び関

係する道路管理者間で協議・調整を行うことにより、対象施設の予防保全・老朽化対策の強化

等を図ることを目的とする。 

 

（対象施設） 

第３条 対象施設は、大分県内の高速道路、直轄国道及び地方道路公社道路の全ての道路並びに補助

国道、県道及び市町(村)道のうち「緊急輸送道路」に指定されている道路を跨ぐ道路法上の

道路以外の施設（ただし、鉄道橋を除く。）とする。 

※注： 対象施設として、農道、林道、認定外道路、私道、水管橋等が例示される。 

 

（協議・調整事項） 

第４条 連絡会議は、その目的を達成するため、対象施設に係る次の事項について、情報共有及び協

議・調整を行う。 

      一 対象施設の維持管理等に係る情報共有に関すること。 

      二 対象施設の点検、修繕計画等の把握・調整に関すること。 

      三 対象施設の技術基準類、健全性の診断、技術的支援等に関すること。 

      四 その他対象施設の管理に関連し、会長が必要と認めた事項に関すること。 

 

（構 成） 

第５条 連絡会議は、別表に掲げる対象施設の管理者及び関係する道路管理者でもって構成する。 

２ 連絡会議には、会長及び副会長３名を置くものとし、会長は九州地方整備局大分河川国道事

務所長、副会長は九州地方整備局佐伯河川国道事務所長、大分県道路保全課長及び西日本高速

道路株式会社九州支社大分高速道路事務所長とする。 

３ 会長に事故等あるときは、副会長がその職務を代行する。 

 

（会議の運営） 

第６条 連絡会議は、会長の招集により開催するものとし、会議進行は会長が努める。 

２ 連絡会議には、必要に応じて、会長が指名する者の出席を求めることができる。 

 

（事務局） 

第７条 連絡会議の事務局は、国土交通省九州地方整備局大分河川国道事務所道路管理第二課、佐伯

河川国道事務所道路管理課、大分県道路保全課及び西日本高速道路株式会社九州支社大分高速

道路事務所に置く。 

 

（その他） 

第８条 この規約に定めるもののほか必要な事項は、その都度協議して定める。 

 

（附 則） 

この規約は、平成２７年３月２６日から施行する。 
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（別表）

会 　長 国土交通省　九州地方整備局 大分河川国道事務所長 道路管理者

副会長 国土交通省　九州地方整備局 佐伯河川国道事務所長 道路管理者

副会長 大分県　土木建築部 道路保全課長 道路管理者

副会長 西日本高速道路株式会社　九州支社 大分高速道路事務所長 道路管理者

委   員 大分県（進入遠路外） 大分県　公園生活排水課長 対象施設の管理者

委   員 大分市 土木管理課長　 対象施設の管理者（高速のみ）

委   員 昭和井路土地改良区

委   員 別府市 建設部　都市整備課長 対象施設の管理者（高速のみ）

委   員 片白土地改良区 理事長 対象施設の管理者

委   員 奈多水路組合 組合長 対象施設の管理者

委   員 中津市 農林水産部　耕地課長 対象施設の管理者（高速のみ）

委   員 日田市 土木建築部　土木課長 対象施設の管理者（高速のみ）

委   員 野田地区（日田市） 土木建築部　土木課長 対象施設の管理者

委   員 佐伯市 佐伯市　用地管理課長 対象施設の管理者

委   員 臼杵市 ふるさと建設部　建設課長 対象施設の管理者

委   員 太平洋セメント（株）　＜津久見市＞ 大分工場　業務部　総務課長 対象施設の管理者

委   員 津久見鉱業（株）　＜津久見市＞ 資源部　採鉱課長 対象施設の管理者

委   員 （株）戸高鉱業社　＜津久見市＞ 総務部　総務課長 対象施設の管理者

委   員 日鉄鉱業（株）　＜津久見市＞ 大分事業所　生産部　生産課長 対象施設の管理者

委   員 荻柏原土地改良区　＜竹田市＞ 理事長　 対象施設の管理者

委   員 城原井路土地改良区　＜竹田市＞ 理事長　 対象施設の管理者

委   員 中井手井路組合　＜竹田市＞ 世話人　 対象施設の管理者

委   員 花小野井路組合　＜竹田市＞ 組合長　 対象施設の管理者

委   員 豊後高田市 農林振興課長 対象施設の管理者

委   員 杵築市 建設課長 対象施設の管理者

委   員 宇佐市 建設水道部　土木課長　 対象施設の管理者

委   員 宇佐土地改良区

委   員 豊後大野市 豊後大野市　財政課長 対象施設の管理者

委   員 朝地町土地改良区　＜豊後大野市＞ 理事長　 対象施設の管理者

委   員 岩戸井路土地改良区　＜豊後大野市＞ 理事長　 対象施設の管理者

委   員 大野町土地改良区　＜豊後大野市＞ 理事長　 対象施設の管理者

委   員 富士緒井路土地改良区　＜豊後大野市＞ 理事長　 対象施設の管理者

委   員 由布市 産業建設部　建設課長　 対象施設の管理者

委   員 檪木井路水利組合　＜由布市＞ 組合長 対象施設の管理者

委   員 オノウエ水路組合　＜由布市＞ 役員 対象施設の管理者

委   員 川西水管橋（仮称）　＜由布市＞ 役員（個人） 対象施設の管理者

委   員 熊野水路組合　＜由布市＞ 代表 対象施設の管理者

委   員 天水井路水利組合（仮称）　＜由布市＞ 役員 対象施設の管理者

委   員 平沢津水利組合（仮称）　＜由布市＞ 役員 対象施設の管理者

委   員 龍祥寺　＜由布市＞ 代表役員（住職） 対象施設の管理者

委   員 国東市 国東市　農政課長 対象施設の管理者

委   員 日出町 都市建設課長　 対象施設の管理者

委   員 藤原土地改良区　＜日出町＞ 役員 対象施設の管理者

委   員 九重町 建設課長　　 対象施設の管理者（高速のみ）

委   員 玖珠町 総務課長　　 対象施設の管理者（高速のみ）

オブザーバー 大分県　農林水産部 農村基盤整備課長

事務局

国土交通省　九州地方整備局　大分河川国道事務所　道路管理第二課

国土交通省　九州地方整備局　佐伯河川国道事務所　道路管理課

大分県　土木建築部　道路保全課

西日本高速道路株式会社　九州支社　大分高速道路事務所

会議への参加を依頼中

会議への参加を依頼中

大分県跨道橋連絡会議　名簿

　所　　　　　属 役　　　職　　（氏名等） 備考
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大分県高速道路を跨ぐ橋梁の維持管理に関する連絡協議会 会則 

 

 

（名 称） 

第１条 本協議会は、「大分県高速道路を跨ぐ橋梁の維持管理に関する連絡協議会」（以下「本 

連絡協議会」という。）と称する。 

 

（目 的） 

第２条 本連絡協議会は、高速道路の安全性を確保するため、大分県内における高速道路を跨ぐ 

橋梁（以下、「高速道路誇道橋」という。）の適切な点検、補修の実施及び必要な耐震補強 

の実施について、高速道路誇道橋の管理者と西日本高速道路株式会社との間で、情報共有 

の体制を構築するとともに、その対策等に関して必要な事項の、協議調整を図ることを目 

的とする。 

 

（対象箇所） 

第３条 対象箇所は、大分県内の高速道路誇道橋とする。 

 

（業 務） 

第４条 本連絡協議会は、その目的を達成するために、対象箇所に係る以下の事項について、 

情報共有及び協議・調整を行う。 

イ）点検結果、維持管理状況（補修計画、耐震補強等）の共有に関すること 

ロ）点検、補修及び耐震補強の対策実施にあたっての問題、課題に関すること 

ハ）上記問題、課題に対する対応策に関すること 

ニ）高速道路の交通規制計画に関すること 

ホ）情報共有の仕組みに関すること 

ヘ）その他必要な事項に関すること 

  

（構 成） 

第５条 本連絡協議会は、別表－１に掲げる者をもって構成する。 

 

（開 催） 

第６条 本連絡協議会は、原則年１回開催するものとする。 

２．前項に定めるもののほか、構成員が必要と認めた場合は、関連する者を招集できるものと 

する。 

 

（事務局） 

第７条 本連絡協議会の事務局は、西日本高速道路株式会社大分高速道路事務所とする。 

 

（雑 則） 

第８条 この会則に定めるもののほか、本連絡協議会の運営に必要な事項に関することは、 

その都度協議して定めるものとする。 

 

（付 則） 

この会則は、平成２５年１１月１５日から施行する。 
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（別紙－１）

大分県 道路保全整備室　課長補佐　 道路保全課　参事

大分市 土木管理課　　課長

別府市 道路河川課　課長

中津市 道路課　課長

日田市 土木課　課長

津久見市 都市建設課　課長

杵築市 建設課　課長

宇佐市 土木課　課長

由布市 建設課　課長

日出町 都市建設課 課長

九重町 建設課　課長

玖珠町 建設水道課　課長

西日本高速道路株式会社　九州支社　 保全課長

西日本高速道路株式会社　九州支社
大分高速道路事務所

所長

西日本高速道路株式会社　九州支社
久留米高速道路事務所

所長

（オブザーバー）

国土交通省　九州地方整備局 道路保全企画官

国土交通省　九州地方整備局 地域道路調整官

国土交通省　九州地方整備局
大分河川国道事務所

技術副所長 総括保全対策官

国土交通省　九州地方整備局
佐伯河川国道事務所

技術副所長

大分県高速道路を跨ぐ橋梁の維持管理に関する連絡協議会　構成員

西日本高速道路株式会社　九州支社　大分高速道路事務所事務局

備　　　考構　成　員構成組織
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平成27年度（第３回）

大分県道路メンテナンス会議



〇 全橋梁のうち、市区町村管理が約７割を占めてお り、米国と比較し て
も、日本の市区町村管理の橋梁数が極めて多いこ とが特徴です。

〇 塩害の影響地域にある橋梁は、塩害の影響地域以外と比べて健全度が低
い傾向にあ り 、地 方公共団体が管理する橋梁はその傾向が顕著です。

【参考】今後のデータ分析・活用の事例

道路メンテナンス年報の概要

○ 平成26年7月より、道路管理者は、全ての橋梁、トンネル等について、５年に１度、近接目視で点検を行い、点検結果として健全性を４段階に診断することになりました。
○ 道路メンテナンス年報は、道路インフラの現状や老朽化対策についてご理解頂くためにまとめたもので、今年度が初公表であり、主に平成26年度の点検実施状況、点検結果をとり まとめています。
○ 道路メンテナンス年報は、行政関係者による点検結果を踏まえた今後の措置方針の立案だけではなく、大学や民間企業での維持管理分野の分析・研究開発での活用も期待して います。

〇 平成26年度において、橋梁は全国約72万橋のう ち 、 約6万橋の点検を
実施し ま し た 。

〇 な お 、 各管理者別の点検実施率は、全体で約9%、 管理者別では、 国土
交通省 約15%、 高速道路会社約16%、 都道府県・ 政 令 市等 約12%、 市
区町村 約7%と な っ て います。

出典）日本 道路局調べ(H26.12時点）,米国 FHWA（Federal Highway Administration）ホームページ （2014.12時点）

※StateにはFederal(約1万橋)を含む

市区町村の財政力指数と橋梁の点検実施率の関係
財政力指数が低いほど、点検実施率が低い

市区町村の財政力指数と要修繕橋梁の割合
（判定区分Ⅲ,Ⅳの占める割合）

財政力指数が低いほど、要修繕橋梁の割合が大きい

国
市区
町村

〇最優先で点検すべき橋梁の判定区分Ⅲ、 Ⅳの割合は、緊急輸送道路を跨
ぐ跨道橋が約14％、跨線橋が約25％、緊急輸送道路を跨ぐ道路約14％
となっています。 （ 橋梁全体： 約 15％ ）

■判定区分（最優先で点検すべき橋梁）

財政力指数

点
検
実
施
率

財政力指数

要
修
繕
橋
梁
数
／
点
検
実
施
数

橋梁

トンネル

道路附属物等

16%
平成26年度 平成27年度

平成26年度実施状況

平成28年度 平成29年度 平成30年度

■点検実施状況（橋梁・トンネル・道路附属物等）

〇 緊急輸送道路を跨ぐ跨道橋、 跨線橋、 緊急輸送道路を構成する橋
梁について、それぞれの点検実施率は、 約17%、 約11%、 約14%と 、
いずれも、橋梁全体の点検実施率 （約 9%） を 上 回っています。

■点検実施状況（最優先で点検すべき橋梁）

橋梁

緊急輸送道路を

跨ぐ跨道橋

跨線橋

緊急輸送道路を

構成する橋梁

〇 平成26年度に点検を実施した橋梁の うち、緊急又は早期に修繕などの措置を 行 う必要のある橋梁が、 国は約13％
（ 765橋） であるのに対し て 、 市区町村では約16％ （ 5,130橋 ） と な っていま す 。

〇 建設経過年数が長くなるほ ど 、早期に修繕などの措置が必要な橋梁の割合が多く な っ ています 。
〇 緊急措置段階である判定区分Ⅳの橋梁について は 、速やかに緊急措置を実施した と こ ろです。 （ 年報にリス ト を 添 付 ）

■判定区分と建設経過年度（橋梁）

〔国土交通省〕 〔市区町村〕

【参考】財政状況と点検実施状況・点検結果
点検実施状況（最優先で点検すべき橋梁） 点検結果（最優先で点検すべき橋梁）

点検実施状況（全体） 点検結果（橋梁）

平成２６年度の点検実施状況 平成２６年度の点検結果

10% 20% 24% 24% 23%

9%
15% 17% 18% 19% 31%

13%
17% 24% 20% 18% 22%

【参考】橋梁の現状

緊急輸送道路を

跨ぐ跨道橋

跨線橋

緊急輸送道路を

構成する橋梁

橋梁

資料 
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資料 １
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資料 ２
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交付要綱附属第２編 交付対象事業の要件 p.357

３．改築（老朽化対策を主たる目的として行う更新事業に限る。）及び修繕に関す
る事業については、次に掲げる要件のいずれにも該当するものであること。

① 地方公共団体において「インフラ長寿命化計画（行動計画）」を策定している
こと。
ただし、平成29 年度以降の措置とする。

② 橋梁、トンネル及び大型の構造物（横断歩道橋、門型標識、シェッド等）に係
る事業にあっては、道路法施行規則第４条の５の２の規定に基づく、近接目視
による定期点検・診断等を実施し、その診断結果が公表されている施設であっ
て、「長寿命化修繕計画（個別施設計画）」に基づくものであること。
ただし、橋梁（橋長15ｍ以上のものに限る。）にあっては平成29 年度以降の

措置とし、橋梁（橋長15ｍ未満のものに限る。）、トンネル及び大型の構造物
（横断歩道橋、門型標識、シェッド等）にあっては平成33 年度以降の措置とす
る。

防災・安全交付金 社会資本整備総合交付金交付要綱 資料 
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Ｈ２７年度研修の実施状況（整備局・大分県） 資料 

①道路構造物管理実務者研修
〈５日間、九州技術事務所〉

・対象 ： 自治体職員及び直轄職員
→ 予定人数：各４０名 参加

・時期 ： 橋梁Ⅰ H27.08.03～08.07 ４１名
橋梁Ⅰ(２期) H27.09.28～10.02  ３０名
橋梁Ⅱ H27.11.09～11.13 ３９名
トンネル H28.01.12～01.15 １１名

・目的 ： 地方公共団体の職員の技術力育成のため、
点検要領に基づく点検に必要な知識・技能
等を取得するための研修。

②メンテナンス研修(橋梁）・橋梁判定会議
・対 象： 直轄職員、自治体職員
・実施日： １２月９日（大分河川国道事務所）
・参加者： [直轄] １５名、 [自治体] ６機関１４名
・目 的： 大分河川国道事務所において、平成２７年度に

実施した橋梁点検のうち１８橋について、管理
者又は発注者として、橋梁判定に必要な知識の
習得を目的として、直轄及び自治体職員が一緒
に判定会議を行った。

※募集 ： 毎年４～５月に募集。 研修担当窓口と確認・調整をお願いします。

高所作業車による点検状況

橋梁判定会議の風景
-5-



12%

13%

32%

17%

13%

8%

24%

18%

20%

24%

19%

19%

22%

38%

22%

橋梁

トンネル

道路附属物等

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

30%

26%

32%

大分県の点検実施状況（全体）

＜５年間の点検計画と平成26・27年度の実施状況＞

＜橋梁点検状況（管理者別）＞

＜橋梁の点検方針＞

コンクリート片の落下等による第三者被害の予
防並びに路線の重要性の観点から、以下につい
ては、最優先で点検を推進

・緊急輸送道路を跨ぐ跨道橋
・跨線橋
・緊急輸送道路を構成する橋梁

道路施設 管理施設数 計画点検数 点検実施数 点検実施率

橋梁 11,121 3,283 3,286 30%

トンネル 581 150 150 26%

道路附属物等 319 125 103 32%

※ H27.12月時点の見込み

管理者 管理施設数 計画点検数 点検実施数 点検実施率

国土交通省 569 222 218 38%

高速道路会社 274 104 104 38%

地方公共団体 10,278 2,957 2,964 29%

合計 11,121 3,283 3,286 30%

※ H27.12月時点の見込み

○昨年７月の省令施行を踏まえ、道路管理者は、全ての橋梁、トンネル等について、５年に１回の近接目視によ
る点検計画を策定。平成27年度末の点検実施率は、橋梁約３０％、トンネル約２６％、道路附属物等約３２％
となり、概ね計画通りの点検が完了する見込み

○橋梁については、全体の約３割を点検しているが、道路管理者によって取組状況が異なり、地方公共団体の
点検実施率が低い状況

資料 １
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12%

12%

14%

24%

17%

23%

23%

18%

24%

30%

19%

24%

24%

16%

27%

19%

22%

19%

17%

14%

橋梁

緊急輸送道路を

跨ぐ跨道橋

跨線橋

緊急輸送道路を

構成する橋梁

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

30%

36%

43%

43%

大分県の点検実施状況（橋梁）

＜最優先で点検すべき橋梁の点検計画と平成26・27年度の実施状況＞

管理施設数 計画点検数 点検実施数
点検実施

率

橋梁 11,121 3,283 3,286 30%

緊急輸送道路
を跨ぐ跨道橋

219 76 78 36%

跨線橋 134 50 58 43%

緊急輸送道路を
構成する橋梁 1,944 826 830 43%

※ H27.12月時点の見込み

○最優先で点検すべき橋梁の点検実施率（H27末時点見込み）は、緊急輸送道路を跨ぐ跨道橋約３６％、
跨線橋共に約４３％、緊急輸送道路を構成する橋梁約４３％である

○跨線橋の点検には、鉄道事業者との協議や調整に時間を要するなどの課題が存在するが、今回の見直
しについて、ほぼ全ての鉄道事業者と今後の点検計画を確認しており、平成30年度までにすべての点
検が完了する見込み

資料 ２
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12%

13%

32%

17%

13%

8%

24%

18%

20%

24%

19%

19%

22%

38%

22%

橋梁

トンネル

道路附属物等

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

12%

12%

14%

24%

17%

23%

23%

18%

24%

30%

19%

24%

24%

16%

27%

19%

22%

19%

17%

14%

橋梁

緊急輸送道路を

跨ぐ跨道橋

跨線橋

緊急輸送道路を

構成する橋梁

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

14%

25%

27%

27%

19%

23%

19%

22%

23%

19%

11%

18%

23%

16%

28%

17%

21%

16%

15%

16%

橋梁

緊急輸送道路を

跨ぐ跨道橋

跨線橋

緊急輸送道路を

構成する橋梁

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

14%

13%

40%

19%

13%

13%

23%

18%

18%

23%

19%

12%

21%

37%

16%

橋梁

トンネル

道路附属物等

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

大分県の点検実施状況（全体）

＜５年間の点検計画＞

（見直し前） （見直し後（暫定））

＜最優先で点検すべき橋梁の点検計画＞

資料 ３
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